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1 .はじめに
東日本大震災以降，携帯電話やエネルギーなど，当た
り前に使われていた身近な技術が，実は災害に対して非
常に脆弱であったということが教訓としてあげられて
いる.私どもでは無線技術の宇宙応用を通じて，このよ
うな災害時においても有効な技術の研究開発を行って
きている.一つは，地上の携帯基地局が使えなくなって
しまっても，衛星を使って携帯通信が可能な次世代衛星
携帯通信システムである.もう一つは，無線により電力
を伝送することを通じて，エネルギー問題に解決を目指
す，宇宙太陽発電衛星システムである.本稿ではこれら
のそれぞれに関してその概要と開発した技術を紹介す
る.
2.次世代型衛星携帯通信技術
2. 1 概論
近年，携帯電話を始めとする移動体通信サービスの社
会的役割はますます増大しており，特に携帯電話はその
利便性や高機能化を受けて防災・減災等での利用も検討
されている.しかしながら地上系通信システムには災害
に対する脆弱性，すなわち，中継回線の寸断による不通，
停電による基地局・中継局の停波や，輯鞍による通信規
制等が想定される 1) さらに圏外エリアのユーザや沿海
域航行の船舶，山岳登山者などが直面する不感地域対策
も必要である.平成 23年 3月 11日に発生した東日本
大震災はこれらの脆弱性を顧在化する結果となり，携帯
基地局に最大で 14，000局の停波が生じ，その修復には
1ヶ月を超える期間を要した 2)
これらの対策として特に有効であると考えられるの
は，普段使用している携帯端末での衛星通信の実現であ
る 1) これは，地上系と衛星系の携帯電話システムを統
合し，共用携帯端末を用いてサービスを提供するシステ
*理工学部電気電子情報工学科
58 
ムである.従来の衛星携帯電話(ワイドスターI3)やイ
リジウム 4)など)は，衛星の持つ広域性により広いサー
ビスエリアを実現可能である反面，端末のサイズや重量
の低減化，専用端末が必要，等の課題がある.このため，
緊急用の衛星通信専用端末は，平常時に適切な訓練や整
備を要しており，場合により災害時に使用できないこと
が想定される.そこで，住民が普段使用している携帯端
末に衛星通信機能を付加することにより，普段は地上系
の携帯電話網に接続するとともに山岳地域や沿海域等
の地上携帯電話不感地帯で衛星回線を使用し，災害時は
衛星回線を活用することが可能となる.
地上系と衛星系通信システムを統合して周波数有効
利用のため，同一周波数帯を共用しつつ通信を行う「地
上/衛星共用携帯電話システムJ(Satellite/Terrestrial 
Integrated Mobile Communication System :以下
STICSと呼ぶ)の研究開発が行なわれている 5) これ
は，地上系と衛星系の携帯電話システムを統合し，共用
携帯端末へサービスを提供するシステムである.このた
め，次世代安全安心 ICTフォーラム衛星通信分科会等
で衛星通信システムの活用に関して検討が実施され，平
成20年度に総務省の研究課題として採択された.
2. 2 想定するシステム
図 1に地上/衛星共用携帯電話システムの利用イメ
ージと特徴を示す.STICSは，平常時には山岳地域や
沿海域等の携帯電話不感地帯でのディジタル・ディパイ
ド対策として，また災害時は住民等への的確な災害情報
の伝達や迅速な救援活動等に不可欠な情報通信インフ
ラとして利用可能なシステムである.また，従来は衛星
系と地上系でそれぞれ専用の端末であり，また専用の周
波数帯が割り当てられていたのに対し， STICSでは共
用端末で地上系と衛星系のどちらの通信網にも接続可
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能であり，さらに同ーの周波数帯を共用することで高い
周波数利用効率を実現することができる.周波数帯とし
ては例えば IMT-2000の移動衛星サービス (M88)用
周波数帯 (8帯の上り 1980・2010MHz，下り 2170・
2200MHzの各 30MHz)が想定されている.図 1に示
す全体システム構成では，携帯端末や可搬端末等の共用
端末は地上系と衛星系のどちらの通信網にも接続可能
なデ‘ュアル通信機能を有する.携帯端末は超小型の衛
星アンテナによる音声通信を主なサービスとし，可搬
端末は小型の衛星アンテナによるデータ通信を主なサ
ービスとする.地上局や基地局はそれぞれの制御装置
で管理され，さらにコア・ネットワークを通して地上・
衛星共通制御装置によって一元的に管理される.
この実現のために，直径 30mもの巨大な展開アンテ
ナを衛星上に装備する想定する衛星搭載アンテナ(図
2)の諸元は以下の通りである.送受信共用オフセット
パラボラアンテナ 1面を有し，その直径は約 30m，給
電方式はフェーズドアレー給電を利用した離焦点給電
である.想定している焦点距離と開口径の比 (FID)は
0.6，素子数とビーム数は共に 100程度である.このと
きのビームスポット直径は約 200kmとなる.サービス
エリアは日本の領土および経済水域が対象であり，近隣
諸国に対してもフレキシビリティを持つこととしてい
る.
2. 3 地上/衛星系システム検討
本研究開発では，地上系左衛星系を共存させる際には
これらの干渉が必ず問題となる.本研究開発で、はマルチ
ビーム化された衛星ビームの周波数を分割した際に，地
上と共用する際の干渉検討を実施している.干渉検討は
2つの周波数共用手法に関して議論しており，一方をノ
ーマルモード，他方をリパースモードと呼んで、いる.こ
れらは地上と衛星の周波数関係の違いにより定義され
ており，その関係と干渉経路の違いを図3に示す.その
結果，本システムの収容局数を 9千万局と概算した 6)
ほか，災害発生時の回線数の最適化機能を付加 7)した.
また，干渉検討の基礎データとして，送信電力制御さ
れている地上携帯電話の送信出力の測定のための実験
を実施するための実験装置を開発し，実験車に車載して
全国各地を走行し，都市部から低人口密度地域まで場所，
時間等を変化させて測定を実施し，データを蓄積してい
る8，9) 図4に開発した送信電力測定装置の外観を示す.
関東近傍の人口密度の異なる 7箇所について測定を実
施し，携帯電話からの送信電力の平均値と人口密度の関
係図を取得した.平均送信電力は両社共に最大+7dBm
から最小-10dBm程度であり，市街地で-5dBm前後で
あることが判明した 10)
また，同装置を航空機に搭載し，航空機において携帯
電話上り周波数及び携帯基地局下り周波数を同時に受
信することで，上空の衛星方向での干渉量を直接測定し
ている.この試験も前記と同様に都市部から郊外部，加
えて海上等での測定を実施している.この中で，いずれ
の場所においても，携帯電話上り周波数での受信電力は，
携帯基地局下り周波数のそれと比較して， 20dB以上低
い事が判明した 11) 基地局(下り回線)では，地上通
信はアンテナ指向'性を下方にチルトさせており，衛星方
向への放射はさほど大きくないと期待されたが，衛星へ
の干渉量は携帯電話上り回線の方がより小さいことが
判明した.これは，ノーマルモードにおける干渉量とリ
ノ〈ースモードにおける干渉量を比較したときに，リパー
スモードの方が大きいということを示しており，本シス
テムを導入する際の指針を得ている.
さらに，携帯端末は屋外で使用されるとは限らず，屋
内においてある端末からの干渉量の評価に関して，鉄筋
コンクリー卜の建物屋内での出力測定実験を 12)実施し，
干渉量評価に役立てている.また，平成 23年度には，
一般的な木造家屋からの干渉波測定についての実験を
実施し 13)，木造建物屋内の携帯電話送信電力は，屋外
に比べて上昇することが観測され，干渉量は屋外と同程
度かやや大きくなることが判明した.以上より，これま
での測定実験結果を利用し，精度の高い想定シナリオを
作成して干渉評価を実施した.その結果，干渉量が
0.25mW相当の僅少であることを示した.
また，端末系の技術に関しての多くは今後の課題とな
っているが，回線設計上は 10kbpsの音声通信で端末電
力200mW， アンテナ利得OdBiで十分マージンをもっ
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た通信が可能であることが示されている 5) 今後，これ
らの利得をもっ小型アンテナの開発が課題となる.
RIT(Radio Inter Face)については，既存の携帯型衛
星通信の方式を準用する場合と，将来の方式を検討する
場合の 2種類が考えられる.多くの通信衛星で広く使
われている方式はGSMの系列を組むGMR方式である
が，将来の RITとして，IMT-Advancedの衛星コンポ
ーネントの議論が ITU-Rにおいて韓国を中心に実施さ
れており，今後の標準化動向を注視する必要がある.
2. 4 衛星系要素技術検酎
本研究開発では，システムの実現に必要な衛星系の要
素技術の研究も併せて実施している.これらは，耐飽和
増幅器技術，超マルチビーム形成技術，低サイドローブ
化技術，リソース割当再構成技術の4つの小項目に分類
されている.
超マルチビーム形成技術は，衛星上で 100個もの多
数のマルチビームを形成して，衛星上で使用しない周波
数を地上に割当可能とすることで，周波数の有効利用を
図るための技術である.まず，アンテナ素子を数種のう
ちから選定して試作し，特性が最良の形式として，キャ
ピティ付近接結合ノfッチアンテナ 14)を選定し，さらに
高密度アンテナ給電回路として，放射素子1素子と送受
分離用のダイプレクサ，大電力増幅器/耐飽和低雑音増
幅器を組み合わせた送受共用給電部の基本部分を試作
した.この中で，アンテナの配列試験等を実施している.
その後，これらの成果を元に， 16素子小規模アレーの
構築を STICS衛星の諸元を反映したパラメータを用い
て実施するとともに，カバーエリアをカバーするビーム
を作成するための，アンテナ鏡面への要求値を整理し，
flD=0.6程度の鏡面が妥当であると結論した.
リソース割当再構成技術は衛星搭載のデ、イジタルビ
ーム形成 (DigitalBeam Forming : DBF)および周
波数有効利用に資するチャネライザの技術を称してい
る.近年，ディジタル技術における集積度の向上はめざ
ましく，衛星搭載においても例外ではない.このため，
高機能で低消費電力な衛星搭載ディジタル機器の構成
が容易になりつつある .特に， FPGA(Field 
Programmable Gate Array)等を使用した再構成可能
な衛星搭載ディジタル機器は衛星のオンボード機能の
変更が可能であるという利点を持つ 15) また，ディ ジ
タルベントパイプ方式は，いずれの変調方式も採用が可
能であるという利点があるため， STICSおいて採用す
ることとした.搭載機器内部の構造図を図5に示す.左
側が大型展開アンテナを有する S帯側で，右側がフィ
ーダリンク側である.ビーム形成は DBFにて行うが，
形成されたビーム信号はチャネライザによって合波さ
れる.チャネライザは使用している帯域のみ選択的に合
波することが可能で、あるので，結果としてフィーダリン
ク側の帯域の削減が可能であり，周波数有効利用に資す
る構成である.この点はビーム形成を地上で行う，
GBBF(Ground Based Beam Forming)方式を採用する
米国システムに無い， STICSの有する非常に優れた特
色である.
チャネライザIDBFについては，基礎的な検討を実施
したのち，チャネライジングと DBF一体化処理方式の
基本設計を反映し基本回路を試作し， AD/DA変換，
準同期検波部， DBFおよびデ、ジタルチャネライザ演算
部の単体評価と総合評価を実施した 16) チャネライザ
IDBFについては， 16素子以上の給電部に対応したチ
ャネライザIDBF装置の試作を実施している.さらに，
この給電部とチャネライザIDBF装置，周波数変換ユニ
ットを用いた低サイドローブおよびビーム形成機能の
確認と評価を近傍界測定装置(NFM)を用いて平成23年
度に実施した 17) 実験模様を図6に示す.給電部の低
サイドローブ機能の評価のため，鏡面の特性を考慮し，
等価的に 64素子相当の測定を実施する評価手法を考案
して測定した.このことで， STICSの30m鏡面を想定
して， 20dB以下の低サイドローブビーム形成を確認し
た.また，マルチビーム形成機能の検証を実施し， 30m
の鏡面を付加した場合，日本本土および経済水域内の±
2.0度においてパターンが崩れること無く形成できるこ
とを確認した(図 7).従来の ETS-Vlのビーム形成エリ
アは::t1.0度であり，広角度化が図られている 18) さら
に多ビーム化したチャネライザ/DBFの検証のため， 80
素子/100ビーム相当に対応する送信超多ビームユニツ
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トの試作を実施し，チャネライザを用いたリソース割当 船なと移動するものに対する送電が可能となる.また，
機能， DBFを用いた ビー ム形成機能を確認した 19) 無線電力伝送に使用される周波数は主にマイクロ波で
さらに，チャネライザIDBF装置の搭載化のための検 あるため，マイクロ波電力伝送(MicrowavePower 
討として，搭載時における寸法重量等の検討を実施し， Transmission)とも呼んでいる.
消費電力はおおむね目標を達成しているが，小型化軽量
化にさらに課題があることがわかった.また，搭載化に
向けたチャネライザIDBF要素技術の開発として，A1D 
アンダーサンプリング技術および，小型低電力高速デー
タパスインタフェース技術等 20)について試作を実施し
て検討した
平成24年度にこれらの装置と給電部，大型展開アン
テナを組み合わせた実証試験を京都大学生存圏研究所
の大型電波暗室 (A-METLAB)を借用して実施した写
真を図8に示す.さらに，協調制御技術と組み合わせた
総合試験を実施した.
今後，近隣諸国との標準化や事業者等との連携を通じ
て，本システムが実用化されていくと考えられる.
3_宇宙太陽発電衛星システム技術
3_ 1 電波で電気を送るシステム
電波を通信以外の目的で使用する，いわゆる電磁波応
用技術の一分野として，無線によるエネルギー伝送があ
る.近年は様々な原理に基づく無線エネルギー伝送技術
が実用化されてきているが，今回は電波(主にマイクロ
波)を用いて電力を伝送する技術と，特有のデ、パイスで
あるレクテナついて紹介し，これを使ったシステムであ
る宇宙太陽発電衛星システムに関して現在の状況を紹
介する.
電波を使って電力を伝送するためには，まず電力を送
信器を用いて電波に変換し， アンテナから送信する.電
波は，レクテナと呼ばれる受信アンテナと整流回路が一
体となった受電用デバイスに入射し，電力に変換された
のち，負荷側に供給される(図 1) .無線電力伝送
(Wireless Power Transmission， WPT)は，電力から
電波への相互の変換作業が必要であるため，これら各段
階での変換効率が問題となる.しかしながら，この技術
を使うことにより ，受電点にケーブルを接続することな
しに電力を供給することができるため，飛行機や自動車，
3. 2 電波による無線電力伝送の経緯
電波による電力伝送は古くから多くの研究者によっ
て研究されており ，電波によって変調信号を送るという
概念が成立する以前からの課題であった. 1899年にニ
コラ・テスラがアメ リカのコロラドスプリングスにおい
て， 150kHzに共振させた大きなコイルに銅球を取り付
け300kW の電力を加えることにより，銅球に 100MV
に達する電圧を加えて，放電させる実験を行った 21)と
いわれている.これは明確に無線による電力伝送を目指
した研究で、はあったが，残念ながら正確な記録が残って
いない 21) また，八木字国アンテナの発明者である八
木先生と字国先生も 1926年に波長440cmのVHFを用
い， 2m程度離した送受電アンテナの聞に wavecanal 
という無給電素子を配置して一種の導波路を構成し，無
線送電の実験を行った 22) 真空管 (2極管)で構成し
た整流器をアンテナに接続することにより受電したが，
送信機の出力電力が 2"-'3W のとき， 200mW程度の出
力電力しか得られなかった.これは，日本における最初
の無線送電の実験と考えられる.
このような先人達の努力にも拘わらず，応用分野が開
拓されるまでマイク ロ波送電技術に大きな進展はなか
った.この技術が最初に脚光を浴びたのは 1964年にア
メリカの W.C. Brownがマイクロ波送電によってへリ
コプタを飛朔させたときであった 21，23) これは，マグ
ネトロンとスロッ トアンテナを使用したアンテナを送
電系として使用し，ヘリコプタ上にダイポールアンテナ
を使ったレクテナアレーを搭載することにより，へリコ
プタを飛朔させる実験であった.へリ コプタの操縦は行
わないため，機体の四隅には回転防止のための紐が付い
ている.この実験によって 200Wの電力が得られたこ
とが記録されている.その翌年， P. E. Glaserは宇宙太
陽発電衛星 CSolarPower Satelite，以降本論文では
SPSと略称する)の概念を提唱し，静止軌道上の宇宙
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発電基地で発電した電力を地上に向かつて送電し，地球
へのエネルギー供給に使用するというアイデアを提案
した 24) この計画は後に石油ショックが起こったとき
に，代替エネルギーの候補としてその研究に資金援助さ
れ， 1970年代には NASAを中心としたフィージビリテ
ィ・スタディが実施され，地上 36000kmの静止衛星軌
道上に 10kmX5kmの太陽電池を打ち上げ，取り付け
られている直径 1kmの送信アンテナを通じて， 100万
キロワット(原子力発電所 1基分)の電力を地上に送
電する計画が立てられた.これは， NASAリファレン
スモデルと呼ばれ， SPSのシステムデザインの最も古
い設計例である.この計画の一環として， R. M. 
Dickinsonによる地上の固定点聞の送電実験などが行
われ 25)，との送電実験は， 30kWの電力を 1マイル離
れた地点、に送電しており，現在でも固定点聞のマイクロ
波送電としてはその記録は破られていない.
この SPSの計画はその後，石油事情の好転にともな
って凍結されたため，マイクロ波送電の研究開発計画は
一時頓挫しながらも，各国で継続的な検討がなされてい
る.また，派生的な研究として，高々度プラットフォー
ムの研究をも実施され カナダの Communications
Research Centre (CRC)においては， Stationary High 
Altitude Radio relay Platform (SHARP)計画を推進し
たこの一環として， SHARP無人機の 1/8スケールモデ
ルを開発し，この模型飛行機をマイクロ波送電により飛
朔させるデモンストレーションに成功した 26，2η. この
デモンス卜レーションでは， 15フィート(4.57m)のパラ
ボラアンテナから 10kWの電力を放射し，無人機上に
レクテナ搭載用の円板を取り付けて，ダイポールアンテ
ナを用いたレクテナを使って受電した.飛行高度は 300
フィート(91.4m)前後で、あり， 3分半の滞空に成功した.
受電電力は 150""200W前後であった
1992年には京都大学を中心とした共同研究グループ
が，マイクロ波による小形模型飛行機の飛朔実験
(Mlcrowave Lifted Airplane eXperiment， MlLAX) 
28，29)を行った.これは，マイクロ波送信機を搭載した自
動車からアクティブフェーズドアレーを使って 1kWの
電力を 15m上空の模型飛行機に向かつて送電し，小形
模型飛行機の飛朔に使用するという実験で、あった.本実
験では模型飛行機を 150m，40秒間自由飛行をさせる
ことができ，また， 88Wの受電電力を確認することが
できた.この模様を図 11に示す. 1995年には通信総
合研究所，神戸大学，機械技術研究所などの共同研究グ
ノレープがさらに大規模化した実験として，飛行船へのマ
イクロ波電力伝送実験を行い， 3kWの受電に成功した.
このときのレクテナを図 12に示す3ω.
3. 2 日本でのSPS計画の進捗
日本での SPSの研究は，過去にも宇宙科学研究所(現
JAXA宇宙科学本部)で検討されていた SPS2000など
のプロジェクトがあった.これらのプロジェクトで，
SPS衛星の構成としては大きく 2つに分けられること
が多い.一つは「実用衛星」であり，もう一つは「実証
衛星」衛星である.
実用衛星が， NASAリファレンスモデ、ルの検討がそ
うであったように，静止軌道から 1GW級の電力を送電
するものである.これは，静止軌道が 24時間夜になる
ことがほとんどなく，よって地上太陽光発電や他の自然
エネルギーによる発電にありがちな発電電力の時間変
動がなく，安定的な電力を発電可能であるという大きな
利点がある.このため，原子力発電と同様なベースライ
ンとしてのエネルギーに位置づけることが可能である.
たとえば，経済産業省 31)や JAXA32)が検討している
一例を示す.太陽追尾マイクロ波型 SPSでは，薄い発
送電一体型パネルを打ち上げ，その大きさは 2kmX
1.9km，厚さは2から 10cm程度となる.パネルの隅か
ら5""10kmにおよぶテザーと称される紐を付けること
で，重量安定を用いて安定化させることが可能となる.
総重量は2万トンを想定している.
しかしながら， I実用衛星」の規模は現在の宇宙輸送
技術(ロケット技術)で建設できる規模を越えており，
複数の打ち上げ機会を用いて軌道上で組み立てを行う
ための技術や，輸送系にかかるコストを格段に低下させ
る技術を開発する必要がある.
これらの技術開発は長い開発機関が必要であるため，
まず，この技術の有効性を実証するための「実証衛星」
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が考えられてきている.これは，基本的に 1回の輸送
手段(ロケット)において運搬できるという制約の中で，
SPS衛星として必要な技術を実証しようとするもので
ある.
このため，高度の低い低軌道衛星を使用した実証実験
が考えられている.高度 300km程度の低高度衛星を使
用することで，距離による電波の減衰を極力抑えたシス
テムであり ，このことで，実用 SPSにつながる基礎技
術を開発するものである.
現在， 日本で SPSは国の宇宙計画である宇宙基本計
画に一致づけられており ，I宇宙太陽光発電システムに
ついては，我が国のエネルギー需給見通しゃ将来の新エ
ネルギー開発の必要'性に鑑み，無線による送受電技術等
を中心に研究を着実に進める.字宙空間での実証に関し
ては，その費用対効果も含めて実施に向けて検討する.J 
とされている.
4.無線電力伝送に使われる受電デバイスについて
4. 1 レクテナとは
マイクロ波電力伝送に使用される受電装置は，レクテ
ナ (rectenna)と呼ばれている.これは，マイクロ波を
受電するアンテナにマイクロ波を電力に変換する整流
装置を取り付けたものであり ，アンテナ (antenna)と
整流器 (rectifier)を組み合わせて作られた造語である.
代表的なレクテナの構成を図 13に示す.レクテナは通
常，アンテナと整流用のダイオー ド，およびフィルタで
構成される.アンテナで受電されたマイクロ波の電力は
ダイオードで直流電力に変換され，その前後にフィルタ
を挿入することにより ，ダイオードが整流動作を行う際
に生ずる高調波を抑制する.また，レクテナ 1素子で取
り扱える電力は大きくないので，通常はこれらのレクテ
ナ素子を複数個同時に動作させるためにアレー化する.
代表的な整流回路の写真を図 14に示す.
4. 2 レクテナの開発経緯
のContractReport25)に詳細にまとめられている.専用
ダイオー ドの開発から実施されており， 80~90%近く
の効率を記録していた.ダイポーノレレクテナの構成はカ
ナダCRCにおける SHARPプロジェクトに引き継がれ，
機体搭載用の薄型ダイポーノレレクテナの開発がなされ
ている.
MlLAX模型飛行機実験却のために開発されたレク
テナは重量が約 1kg，厚さが 5mmと軽量化，薄型化を
実現している.このため，アンテナ部にマイクロス トリ
ップアンテナを採用し，またその基板材料にペーパーハ
ニカムを使用している.RF-DC変換効率は 52.7%であ
った 29) 本実験では模型飛行機を距離 150m，40秒間
自由飛行をさせることができた.
その後，より大規模化した実験として CRLは共同で
飛行船の滞空実験を実施することになる.この実験では
円形マイクロス トリ ップアンテナを用い， 81%の効率を
もっレクテナを作成することができた 30)
さらに，飛朔体から地上へのマイクロ波送電実験もそ
の後実施されたこれは， 2009年に京都大学が中心と
なって実施した実験であり，高度 33mに係留した飛行
船からの送電実験に成功している 33) さらに，近年で
は小型飛行ロボッ トシステムとして， Micro Aerial 
Vehicle (MAV)と称するバッテリ駆動を基本と した無人，
自動操縦の小型飛行体の研究も実施されており ，送電，
追尾，受電に関する原理的な実験が実施されている 34)
さらに， SPS実証計画用レクテナとして筆者らは長
方形反射鏡付きレクテナを提案している.これは，実証
試験用として低軌道衛星を使用する場合，低軌道衛星で
あるために電力伝送を行うことができる時間が僅かと
なる.また，送電電力にも限りがあるため， 地上面での
電力密度が低くなり ，反射鏡を用いたレクテナを使い，
かつ衛星の進行方向にビームを広く整形したレクテナ
を考案した(図 15)35) 
また，レクテナ効率の測定の暖昧さを克服するために，
国際会議においてレクテナを持ち寄り，入力電力等を同
w. C. Brownとその一連の仕事で使われたのは，反射 じ環境で出力電力を競う，レクテナコンテス トがフラン
板付きダイポールアンテナを使ったレクテナであった. ス領レユニオン島における 2001年WPT国際会議に併
これらは， R. M. Dickinsonの実験をまとめた NASA 設されて実施された.その結果，著者がコンテストの 1
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位となった.図 16にそのときの写真と盾を示す.
これらの技術開発を通じて，環境に影響を与えないエ
ネルギーシステムの実現に向けて取り組む予定である.
4 まとめ
本稿では，無線(ワイヤレス)技術を使った宇宙空間
での応用に関して，現在考えられている 2つの応用例
に関して現状紹介と研究成果の一端を紹介した.
次世代型衛星携帯電話システムや，宇宙太陽発電シス
テムに関してはいずれも実現はまだ先のことではある
が，アンテナやマイクロ波回路，ディジタル信号処理技
術の応用分野としての宇宙関連分野は着実に進展して
おり，これらの進捗に寄与してゆきたいと考えている.
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図5 STICS衛星搭載機器構成図
図6 近傍界測定中の小規模給電部
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